
事務事業評価表

0602 高齢者の生きがいづくりと介護予防の推進

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 　【事務事業評価の視点】

1 職員人件費のみの事業 　妥当性（市の関与） 　＜総合評価＞

2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） 　　ａ…市が実施することが妥当である 　　Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 　　ｂ…見直す余地がある 　　Ｂ…事業の進め方の改善検討

4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会事務など） 　　ｃ…市が実施する緊急性が認められない 　　Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討

5 施設の維持管理費のみの事業（光熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） 　有効性（施策貢献度） 　　Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの管理業務、清掃委託） 　　ａ…施策への貢献度が高い

7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要費、役務費のみで構成） 　　ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない

8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 　　ｃ…成果の向上が見込まれない

9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 　効率性（コスト）

10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） 　　ａ…コストを見直す余地がない

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外） 　　ｂ…検討する余地がある

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 Ｒ４ Ｒ５

課長 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ３ Ｒ４

担当者 開始 終了 決算 予算 見込 決算 予算

浦山　聡

林田　海咲

浦山　聡

家冨　聡子

浦山　聡

尾上　典史

角野　章子

矢嶋　佳子

角野　章子

中ノ瀬　順子

角野　章子

井口　由貴

浦山　聡

村崎　朋子

角野　章子

矢嶋　佳子

施策名

事業費（千円） 人件費（千円） Ｒ３

NO 事業名 事業内容
事業期間 根拠法令

要綱等
事業
類型

妥当性 有効性 効率性 総合評価 主な指標 単位 事業の方向性 概要
シート

計画 実績 計画 計画

1 自立支援事業

長寿介護課 地域包括支援センターが支援が必要と認めた者に対し、介
護予防サービス支援計画に基づき生活環境改善に必要な住
宅改修を支援する。上限100,000円までの工事に対して7
割、8割又は9割を補助金として交付する。

平成15年度

大村市在宅老人等生
活環境改善事業補助
金交付要綱

8

a a a A

0 362 181 873 913 支援対象者 人 4 0 4 2 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

2 長寿祝事業

長寿介護課

100歳到達者を対象に、祝賀状及び花束を贈呈する。 平成14年度 10

a a a A

224 239 385 2,108 1,739 支給対象者 人 42 25 33 50 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

3 記念行事事業

長寿介護課
市内に住所を有し、結婚50周年を迎えられたご夫婦に対し
て金婚記念祝賀式を開催する。

昭和51年度

大村市金婚記念品支
給要綱

10

a a a A

167 252 255 2,302 2,294 参加夫婦組数 組 45 17 35 48 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

4
健康づくりのための地域活動支
援事業

地域包括支援
センター

市内に「地域住民が主体となる通いの場」を整備する。
 ①通いの場立ち上げ時の相談や継続活動の支援                           
 ②活動に必要な物品の貸与 
 ③健康づくり推進員の養成育成（国保けんこう課）

平成25年度

介護保険法、
地域支援事業実施要
綱

11

a a a A

7,041 7,965 8,024 2,707 4,335
住民主体の「通い
の場」の拠点数

箇所 80 13 85 90 現状維持 有

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

5 第1号訪問事業

地域包括支援
センター

(１)要支援認定者及び総合事業対象者に対し、介護予防を
目的としてシルバー人材センターのヘルパー有資格者が生
活援助等を行う。
(２)要支援認定者及び総合事業対象者に対し、理学療法士
等の専門職が訪問し、短期間に集中的な指導を行うことに
より、医療や必要な社会資源につなぐ。

平成18年度

介護保険法
地域支援事業実施要
綱

11

a a a A

3,030 3,869 4,020 2,896 5,405
地域ヘルプサービ
ス利用件数

人 529 441 543 554 現状維持 有

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

6
介護予防ケアマネジメント
事業

地域包括支援
センター

要支援認定者又は基本チェックリスト該当者に対し、適切
なアセスメントの実施により、利用者の状況を踏まえた目
標を設定し、その達成のために必要なサービスを主体的に
利用して、目標の達成に取り組んでいけるよう、具体的に
介護予防・生活支援サービス事業等の利用について検討
し、ケアプランを作成する。

平成18年度

介護保険法
地域支援事業実施要
綱

10

a a a A

807 860 731 3,553 1,971
基本チェックリス
ト実施件数

件 35 5 35 35 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

7 熟年大学校事業

長寿介護課 高齢者の活動の場となる講座等を開催し、運動や知識の習
得を通じ、認知機能低下の予防および介護予防を推進す
る。

平成15年度

大村市熟年大学校事
業実施要領

11

a a a A

3,683 4,294 4,439 1,919 3,455
専門講座延べ受講
者数

人 12,100 9,062 12,211 17,780 現状維持 有

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

8 介護予防教室等事業

地域包括支援
センター

対象となる団体から申請を受け、集会等に講師を派遣する
ことで、高齢者等に対し学習機会の充実及び介護予防の意
識啓発を図るとともに、市が行う高齢者施策への理解の促
進を図る。

平成18年度

介護保険法
地域支援事業実施要
綱
介護予防教室（出前
講座）実施要領 11

a a a A

2,212 2,744 2,376 5,125 5,178
介護予防教室
参加者数

人 3,000 1,700 3,944 3,944 現状維持 有

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進
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【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 　【事務事業評価の視点】

1 職員人件費のみの事業 　妥当性（市の関与） 　＜総合評価＞
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5 施設の維持管理費のみの事業（光熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） 　有効性（施策貢献度） 　　Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの管理業務、清掃委託） 　　ａ…施策への貢献度が高い

7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要費、役務費のみで構成） 　　ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない

8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 　　ｃ…成果の向上が見込まれない

9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 　効率性（コスト）
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事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 Ｒ４ Ｒ５

課長 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ３ Ｒ４

担当者 開始 終了 決算 予算 見込 決算 予算
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角野　章子

中ノ瀬　順子

角野　章子

川嶋　富久

角野　章子

川上　晃平

角野　章子

川上　晃平

角野　章子

川上　晃平

9 食の自立支援事業

地域包括支援
センター

管理栄養士による食生活や調理力向上のための必要な助
言・指導を実施し、栄養状態の維持、改善や見守り等を目
的として民間業者によって行われる配食や食材配達を活用
するなど、要支援者等に対する栄養改善や見守り等の支援
を効果的に実施する。

平成11年度

介護保険法
地域支援事業実施要
綱

11

a a a A

2,681 3,035 2,965 1,583 1,607
訪問指導等対応件
数

件 270 150 276 276 現状維持 有

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

10 シルバーパワーアップ事業

地域包括支援
センター

介護保険の第1号被保険者(65歳以上)で事前に登録された
会員に対し、大村市体育文化センター・トレーニングルー
ムの利用料を減免する。屋内プールを利用する会員に対
し、講習会(健康講話・実技)を実施する。

平成15年度

介護保険法
大村市介護保険条例
第１０条

10

a a a A

239 308 339 1,600 1,660
シルバーパワー
アップ倶楽部会員
者数

人 1,145 1,127 1,453 1,187 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

11 高齢者リフレッシュ事業

地域包括支援
センター 市が発行する会員証を有する大村市在住の65歳以上高齢者

に対し、市が指定する温泉施設の利用料を週３回を限度と
して助成する。

平成16年度

大村市高齢者リフ
レッシュ事業実施要
綱

11

a a a A

8,107 12,422 11,502 460 3,385
リフレッシュ事業
利用者数

人 46,208 50,859 62,023 62,410 現状維持 有

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

12 指定介護予防支援事業

地域包括支援
センター 要支援認定者及び総合事業対象者に対し、状態にあった介

護保険サービスを提供することにより、状態の改善・維持
を図る。

平成18年度

・介護保険法
・大村市指定介護予
防支援等の事業の人
員、運営等に関する
基準等を定める条例
等

2

a A

63,541 69,082 74,083 2,218 11,589
介護予防プラン・
ケアマネジメント
プラン作成件数

件 10,790 10,562 10,986 11,007 拡充 有

余地なし 事業推進

13
総合事業
指定事業所サービス事業

地域包括支援
センター 介護予防・日常生活支援総合事業として、要支援認定者及

び総合事業対象者に対して、指定事業所による訪問サービ
ス、通所サービス、介護予防ケアマネジメントを行う。

平成27年度

介護保険法

3

a a a A

192,810 208,780 193,280 525 509
サービス件数
（訪問・通所）

件 9,398 9,126 9,492 9,492 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

14 0 0 0 0 0

15 0 0 0 0 0

16 0 0 0 0 0


